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事業の要約 

１．事業の目的 
   
鹿児島県日置市吹上町永吉に所在する永吉ダム（治水+農業用のハイブリッドダ

ム）の維持流量を使用した水力発電の実現に向け、流量調査、地質調査（自主事
業）、地形測量（自主事業）及び基本設計を行い、事業性評価調査を行った。 

また、基本設計の実施に先立ち、小水力発電事業に知見のあるコンサルタント会
社に、事業実施の可否・水車型式等の選定・発電所設置場所等の判断を行うために
必要な資料を提出してもらい、それらの資料等に基づき、自社にて発電事業計画を
検討した。 

 
 
２．事業の内容 
  （１） 事業者名 
     ひおき地域エネルギー株式会社 
  （２） 事業名 
     永吉ダム水力発電所事業性評価調査事業 

（３） 事業期間 
     令和 7 年 3 月２4 日 ～ 令和 8 年 2 月２４日 
  （４） 調査を実施する発電設備の概要 

ダム名   ： 永吉ダム 
a.発電形式 ： ダム式 
b.使用水量 ： 0.38m3/s 
c.有効落差 ： 25.5ｍ 
d.出  力 ： 51.5kW 
 
 

３．事業実施概要 
① 流量調査： 

ダム下流において流量調査を行い、発電使用水量を調査した。  
② 地質調査（自主事業）： 

発電所建設予定地および埋設配管予定地において、地盤強度の調査を行った。 
③ 地形測量（自主事業）： 

基準点測量、水準測量、横断測量を行い、平面図、縦横断図を作成した。 
④ 専門家招へい： 

基本設計の実施に先立ち、適正な事業計画の策定のため、複数のコンサル等か
ら提案をもらい、比較検討した。 

⑤ 基本設計： 
レイアウト検討、有効落差、使用水量、事業費の検討を行った。 

 ⑥ 事業性評価： 
上記をもとに、収支シミュレーションを実施した。 
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調査風景 
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地形測量 基本設計(現地踏査） 
 
４．事業の成果等 

流量調査、地質調査、地形測量を行い、基本設計及び収支シミュレーションを実
施した。事業性は厳しい結果となったが、解決すべき課題を明確化することができ
た。事業化に向けて引き続きコスト削減および収入の増加策を講じ、事業実現に向
けて検討を進めていく。 

 
5．事業スケジュール 
 

令和 7 年 10 月に本事業の具体的な調査に着手し、令和 8 年 2 月下旬に全業務を完
了した。 
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流量調査

地質調査（自主事業）

地形測量（自主事業）

基本設計

専門家招へい

事業性評価

項　目

調査
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はじめに 

 

本調査は、一般財団法人新エネルギー財団の「令和６年度中小水力発電自治体主導型案

件創出調査等支援事業費補助金」の補助により実施した。 
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1.事業の目的 

本事業は、鹿児島県日置市吹上町永吉に所在する永吉ダムにおいて、水力発電施設を建

設し、再生可能エネルギーの活用促進を図るため、流量調査、地質調査、地形測量、専門

家招へいおよび基本設計を行い、水力発電施設の配置・規模決定および事業費算出や事業

化可能性を検討することを目的とした。 

 

2.事業の目標 

本事業は、治水+かんがいのハイブリッドダムである永吉ダムにおいて、維持流量を使

用した小水力発電事業の実現に向けての事業性を評価し、将来的な実施設計・建設工事に

進む判断要素とすることを目標とした。 
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3.事業の内容 

 流量調査 

■調査方法 

 

■観測地点 
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■調査結果 
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■ダム放流量データと実測値の関係 

実測の結果、ダム放流量データの値は実際の流量とほぼ同じと評価してよいこと

がわかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

流量調査の詳細は、別添の「永吉ダム水力発電所事業性評価調査事業における流量

調査業務 報告書」による。 
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 地質調査（自主事業） 

発電所建設候補地周辺において、地質調査を行った。なお、本調査は自主事業の

ため、概要の記載に留める。 

地点名 調査方式 伐採 足場条件 数量内訳 原位置試験 

地質調査① ボーリング等 無 平地 礫混じり土 5m 標準貫入 
試験 

地質調査② スクリューウ
ェイト貫入 〃 〃 5m×2 か所 ― 

地質調査③ スクリューウ
ェイト貫入 〃 〃 5m×2 か所 ― 

 

■地質調査地点 
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 地形測量（自主事業） 

発電所建設候補地周辺において、地形測量を行った。なお、本調査は自主事業の

ため、概要の記載に留める。 

 

■作業内容 
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■測量図面（平面図） 

 

 

■測量図面（横断図） 
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 専門家招へい 

基本設計の実施に先立ち、小水力発電事業に知見のあるコンサルタント会社（㈱

リバー・ヴィレッジ 他）に、事業実施の可否・水車型式等の選定・発電所設置場所

等の判断を行うために必要な資料を提出してもらい、それらの資料等に基づき、自

社にて発電事業計画を検討した。 

詳細は、別添の「永吉ダム初期診断調査 報告書」による。 
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 基本設計 
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■計画レイアウトと選定理由 

 
 

■レイアウト検討 
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■水圧管路 
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■除塵設備 
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■発電所建屋・工事用道路 
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■放水路 
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■水車選定 
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■発電量計算 

発電量 kWh はダムの放流量データから使用可能水量を算出し、最大使用水量を設定して

1 日ごとの発電使用水量を決定し、流量ごとの有効落差・効率を計算する手順で求めた。 

なお、水利権申請において 1 年程度の流量観測実績を要求されることと、ダムの放流量

データは流量計ではなくバルブ開度と管径で算出した計算値であり、実際の流量との整合

性を確認する必要があるため、流量調査の実測行った。 

 年間発電量 

年間発電量は、高圧 50kW 以上を確保できる発電出力のうち、もっとも発電量が多

くなる管径 500mm・51.5kW の場合で 93,206kWh となる。 
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 月別発電量と流量調査実績の活用方法 

流量調査実績は、過去 8 年分のダム管理データ上の維持放流量の確認のために使用

した。ダム管理データ上の計算値は、流量調査実測値と差異がないことがわかった。 

よって、年間発電量は、ダム管理データ上の維持放流量をベースに試算した。 

 

日付 
流量調査

実績 

その他 

流れ込み 

想定される 

維持放流量 

ダム管理データ上

の維持放流量 
誤差 

10 月 28 日 0.068 0.01 0.058 0.056 0% 

11 月 28 日 0.059 0.01 0.049 0.039 1% 

12 月 12 日 0.053 0.01 0.043 0.039 0% 

1 月 28 日 0.053 0.01 0.043 0.039 0% 

2 月 9 日 0.048 0.01 0.038 0.039 0% 
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管径 φ 400mm、最大使用水量 0.24m3/s のときの平均的な月毎の発電電力量を下図のよ

うになった。11 月～2 月はダムの放流量が少なく、発電の最小使用水量を下回ることから、

発電電力量が 0kWh になっている。 

 

 

 

 

4.事業のスケジュール 

令和 7 年 10 月に本事業の具体的な調査に着手し、令和 8 年 2 月下旬に全業務を完
了した。 

 

  

10 11 12 1 2 3

流量調査

地質調査（自主事業）

地形測量（自主事業）

基本設計

専門家招へい

事業性評価

項　目

調査
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5.事業の成果 

 調査結果 

■各種調査 

調査項目 結果 評価 

流量調査 河川の流量調査を行った結果、ダム管理上の

数値との整合性の確認ができた。これを持

って、基本設計の基礎とした。 

詳細は、別添の「永吉ダム水力発電所事業性

評価調査事業における流量調査業務 報告

書」による。 

達成 

地質調査 ボーリング調査、サウンディング調査を行

い、地盤強度を確認し、発電所候補地の選

定材料とするとともに、基本設計の基礎と

した。 

達成 

地形測量 各種測量によち平面図、縦横断図、河川縦

横断図を作成し、基本設計の基礎とした。 

達成 

専門家招へい  

複数者から提案をもらい比較検討すること

により、適切な条件（水車形式、発電出

力、水車メーカー等）を設定することがで

きた。 

達成 

基本設計 各種調査の結果をもとに、各種条件設定、

事業費算出、経済性の検討を行い、事業性

の評価をすることができた。 

詳細は、別添の「永吉ダム水力発電所事業性

評価調査事業における基本設計業務 報告

書」による。 

達成 
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■事業性評価 

 ①最大出力 51.5kW の場合 

最大出力 51.5kW の場合、単純回収年数が想定事業期間 30 年を大幅に超えるた

め、本案の採用は非常に困難といえる。 
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②最大出力 34.7kW の場合 

 最大出力 34.7kW の場合、単純回収年数が想定事業期間 30 年に収まる。もっと

も、事業化に向けて採算性を確保するためには、事業費削減およびランニングコス

ト削減策を講じることが必須となる。 
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■交付申請時から変更となった点 
項目 交付申請時 実績報告時 根拠 

使用水量 ㎥/s 0.36 0.38 

使用水量の再計算を行った結果、発電

量が最大となる使用水量が変更となっ

たため。 

有効落差 m 29.0 25.5 

発電所建設地を地下から地上に変更し

たため有効落差が減少したため。 

管路損失を再計算したため。 

総合効率 % 76.4 54.2 

使用水量および有効落差の変更に伴

い、最適な最大出力も変更になったた

め。 

交付申請時：76.1％（78.1÷9.8÷0.36÷

29）×100 

実績報告時：54.0％（51.5÷9.8÷0.38÷

25.5×100 

出力 kW 78 51.5 

使用水量および有効落差が変更となっ

たことに伴い、最大出力も変更となっ

た。 

 

 

 事業化の展望および事業化の見通し 

 最大出力 51.5kW（高圧）での事業化は困難と言わざるを得ず、低圧ベースで進める必

要がある。 

 今後は、事業費およびランニングコストの精度向上、またそれぞれのコスト削減策を

講じて採算性の確保を目指す。 

 なお、発電概要が交付申請時と異なっているが、落差、最大使用水量の精査によるも

のである。 

 

以上 

 


